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１．はじめに

　本稿の目的は、高等学校において授業改善をテーマ
にした校内研修を促進するために開発したツールの意
義について明らかにすることである。本稿では、これ
らの校内研修ツール（及びそのツールが依拠する授業
改善システム）のことを「創発協働型授業力向上メソ
ッド」と呼ぶ（以下「メソッド」と略す）。おもに教
職経験が10年に満たないいわゆる若年教員をメイン
ターゲットにしながら、彼らが勤務する学校全体の授
業改善意識の向上を図るとともに、彼らを含む学校の
教員全体の授業力向上をめざすものである。2010年
より筆者が参与している、三重県教育委員会人権教育
課による県立学校（高等学校）授業改善促進事業での
授業改善の取り組みをもとにしながら「メソッド」の
開発をすすめてきた。
　本稿は、2014年度に開発した試作版の「メソッド」
の目的や内容・方法について明らかにするものである。

２．高等学校における校内研修の現状と課題

（ 1 ）校内研修の現状
　「メソッド」について述べる前に、まずは高等学校
における校内研修、とりわけ授業改善をテーマにした

校内研修の現状について整理する。
　一般に、高等学校においては、小学校や中学校にく
らべ、校内研修の実施状況は低調であると言われる。
三橋弘は、高等学校における校内研修の現状について
のアンケート調査を踏まえ、次のように述べている。

「高校を見た場合、校内研修や研修主任の役割は、小
学校や中学校に比べ、まだまだ、軽視される傾向にあ
り、校内における研修体制は確立されていない」。 1

三橋は、部活動指導や校務分掌などの多忙化をその要
因として指摘している。
　三橋の指摘は2001年になされたものである。しか
しながら残念なことにその後も、とりわけ学校の自立・
自律化や特色ある教育課程の編成が謳われ、学校にお
ける教員の組織的力量形成の必要性と重要性がさけば
れてきたにもかかわらず、とりわけ高等学校の校内研
修については、大きく改善しているとは言いがたい状
況が続いている。
　山﨑倫孝は、国立教育政策研究所が2010年に実施
した調査研究をもとに「高等学校においては、学校が
組織的に行う校内における授業研究、いわゆる校内研
究の実施に消極的である」と述べながら、高等学校に
おいて能動的な研修を行う必要性を指摘する。「より
効果的な実践とするには全教職員が目的意識を持ち、
協働を高めることが重要である。教員の不安感や負担
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感を軽減し、前向きに取り組めるような働きかけが不
可欠であるといえる」 2 。山﨑は、校内研修の企画・
運営を担う研修主任の機能強化の観点から、研修主任
を軸にしながら、「組織における教職員の協働」を喚
起する校内研修・研究の在り方を提言している。
　また佐藤学は、「日本の高校の授業は学びを抑圧し
たまま、旧態依然とした一斉授業に固執している」と
批判し、その要因の第一として、高校の授業改革の責
任者不在の状況を挙げている。「文部科学省は学習指
導要領は作成するものの、授業の改革と教師の研修に
ついては小学校と中学校しか責任を果たしてこなかっ
た。…（中略）…他方、都道府県教育委員会は、戦後
長らく高校進学率の急上昇に対応する高校の『整備拡
充』が政策の中心であり、その後は『受験制度の改革』
しか対応してこなかった。その結果、欧米諸国では高
校の授業研究は小学校、中学校と同様、もしくはそれ
以上に活発であるのに対して、日本では皆無に近い状
態が続き、さまざまな国際比較調査を見る限り、日本
の高校の授業研究（研修）の機会は世界最下位に落ち
込んでいる」 3 。こうした問題意識のもと、佐藤は、
高等学校において、「小学校と中学校と同様、＜学び
のデザインとリフレクションの研究＞としての授業研
究の伝統を育み、一人残らず教育の専門家として育ち
あう同僚性を育てる」 4 ために、「学びの共同体」を
理念に据えた学校改革を提唱している。
　さらに、教員研修を企画・支援する各地域の教育セ
ンター等でも、高等学校の授業研修の現状に関する認
識は上述の指摘と近接したところにあるようである。
　たとえば神奈川県立総合教育センターは、高等学校
における組織的な授業改善の在り方について、「これ
までも教員個人が様々な取組を行ってきたが、その取
組の成果は、その教員に限られたものになりがちであ
る」として組織化の課題を指摘しながら、次のように
述べている。「教育の質的転換を伴う授業づくりや学
校として把握した課題の解決には、情報の共有化や協
議、新しい発想などが必要である。また、授業改善に
組織的に取り組むことで、その取組に関する様々なア
イディアや、共通の経験、成果を学校や教員がさらに
広く共有し、組織として継承することができる。さら
に、一つ一つの授業改善の試みを積み重ねることによ
り、教科全体、学校全体の教育力の向上が図られる」5 。
　ここで言う組織化とは、たんに校内分掌組織として
研修部や授業改善委員会などをつくって校内研修の企
画・運営を行っていくことのみを指しているのではな
い。学校ぐるみの授業改善に向けて、教員の間での情
報の共有や協議、発想の交流など、当該校における授
業の現実と理想を教員間でわかちあうための回路づく
りも含めて、いわゆる「組織文化」としての授業改善
のありかた、いわば「授業改善文化」の創造を提唱し
ている点に注視しなければならない。

（ 2 ）校内研修の促進にむけての課題
　以上のように、高等学校における授業改善をテーマ
とした校内研修には、いまだ課題が山積している。高
等学校の校内研修が小学校・中学校と比べて量的に低
位であることはよく指摘されるが 6 、事態はそれだけ
にとどまらない。また、校内研修を推進する校内組織
を整備し、校内研修の企画・実施（研修テーマの設定、
年間計画の策定、研究授業のための学習指導案等の事
前審議、研究授業の実施、事後協議会の開催、研修の
成果と課題の整理といった、一連の研修計画）を遺漏
なく実施するというだけでもまた、十分ではない。む
しろ、高等学校に積極的で能動的な「授業改善文化」
を育むという課題が今、我々には与えられていると言
うべきであろう。
　この課題に立ち向かうべく、本稿では、上記の先行
研究の言及をもとにしながら、「授業改善文化」の創
造に深く関わる次の３点に着目し、これらを踏まえた
校内研修のための「メソッド」を提唱することにした
い。

視点①　授業改善に関して教員相互に価値観や諸情報
を共有する方法

視点②　授業の意志（どのような授業を通してどのよ
うな生徒の成長を願うか）と事実（実際にどのよう
な授業が行われてどのような生徒の成長が見られた
か）とに関する協議や省察の方法

視点③　一部の教員だけでなく、多くの教員が持続的
に授業改善に取り組む方法

３．「創発協働型授業力向上メソッド」の開発

（ 1 ）開発の経緯
　高等学校での校内研修の促進に向けた課題を解決
し、高等学校に「授業改善文化」を根付かせるために
はどうすればよいか。今後、大量退職に伴う教員の世
代交代が高等学校現場にも押し寄せる状況にあって
は、授業研究や校内研修の意義や方法に関する知識を、
それぞれの学校内で正確に引き継いでいくことが難し
くなる。このため、校内研修を推進するためのシステ
ムやツールを、ある程度外在的に定型化して示すこと
が必要であろう。
　筆者は、かような問題意識のもとで、とりわけ高等
学校の校内研修の課題に即応した校内研修促進の「メ
ソッド」を開発した。「メソッド」は、授業改善をテ
ーマとした校内研修の促進に関する「趣意」に関する
パートと、実際に授業改善を継続的に行っていくこと
を支援する「方法」に関するパートの２つから構成さ
れている。「方法」に関するパートは、いくつかの「ワ
ークシート」（A4版）を含んでいる。以下では、2014
年時点でひとまず開発を終えた部分について、順をお
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って説明していくことにしよう。

（ 2 ）「メソッド」の名称
　本稿で「メソッド」と略称している「創発協働型授
業力開発メソッド」という名称について、まずは整理
しておきたい。この名称は、「創発」「協働」「授業力
開発」という３つのキーフレーズを組み合わせた造語
である。「メソッド」の「趣旨」パートには、この名
称の意味を次のように説明している（資料1参照）。

　「創発」とは、個々の「自律的な要素が集積し
組織化することにより、個々のふるまいを凌駕す
る高度で複雑な秩序やシステムが生じる現象ある
いは状態」（『人事労務用語辞典』より）を言いま
す。授業力の向上をめざす個々の先生の取組が、
たんにその先生の職能成長上の個人的な課題にと
どまっていては、十分な成果を挙げるのは困難で
す。むしろ、同じ学校に勤め、共通の教育価値を
共有する同僚の先生たちの「共通の課題」として
意味づけられ、課題の解決に向けて議論を積み重
ねることを通して、授業力向上をめざす個々の先
生たちのエンパワーメントをはかっていく。「創
発」というキーワードには、そのような願いを込
めています。
　こうした「創発」の状況を実現していくために
は、ともに授業力向上をめざす先生たちの「協働」

が欠かせません。「協働」とは、アメリカの政治
学 者 ヴ ィ ン セ ン ト・ オ ス ト ロ ム が 提 唱 し た
Coproductionの訳語で、「対等な、または対抗す
る２つ以上のアクターが主体性をもって協力・協
同する」関係（partnership)を超えて、「生産性
という結果を含んだ概念」と言われています。個々
の先生の「属性」としての授業力の向上にとどま
らず、学校全体に「個々のふるまいを凌駕する高
度で複雑な秩序やシステム」としての授業力を広
げていくことが、このメソッドのねらいとすると
ころです。

　すなわち、「創発」というキーフレーズには、授業
改善に関する教員間の価値観や諸情報の共有をはかる

（前掲の視点①）とともに、これらを議論していく回
路をつくる（視点②）ことの必要性が含意されている。
同様に「協働」には、学校の教員全体で授業改善を持
続的に行う（視点③）ことの必要性が含意されている。
　ちなみに、ここでの「協働」は、教員文化の研究に
おいてしばしば取り上げられる、ハーグリーブスの「協
働(collaboration)」ではなく、まちづくりなどの社会
実践の理論的基礎として紹介されるオストロムの「協
働(coproduction)」の概念を採用した。学校において、
教員がともに「よりよい授業」と「授業改善文化」と
う「結果」を創り上げていくという観点を強調したか
ったためである。

（ 3 ）授業改善の手順
　「メソッド」では、上記の意味で協働的に授業改善
を行っていくための標準的な手順として、以下の３つ
の局面を示している。
　第一は、授業改善に取り組もうとする教員の授業意
志を詳らかにする局面である。まず、自分が担当して
いる授業（クラス・講座）の現状について、「自分（教
員）自身」「生徒」「クラスの雰囲気」「教室環境」「同
僚」「学校文化」「その他」という７つの観点から、そ
の「強み・よさ」と「弱み・課題」を明らかにする。
次に、授業（クラス・講座）の「何をどの程度よくし
ていきたいのか」についての「見通し」と、そのため
に「どういう取組・工夫をどの程度行うのか」につい
ての「処方」を示していく。「メソッド」では「授業
カルテ」と呼んでいる（次ページの資料2参照）。
　以上のことを、個人作業として行うだけではなく、
校内研修の機会等を活用して、複数の教員によって集
団的に省察することで、ひとりの教員の授業改善に関
する授業意志（価値観）が他の教員と相互に共有され
ることが企図されているものである。
　もとより高等学校の授業改善の取組では、一般的に、
担当教科の教科内容や教材の解釈や教科固有の指導法

（教授法）に焦点が当てられ、当該授業における教員

資料 1　「趣旨」
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の意志や生徒の求め、ならびに教員と生徒の関係性な
どの観点が後景に退いてしまうことが多い。教科専門
性の涵養により多くの課題を抱える若年教員の場合は
なおさらである。しかしながら、こうした視座での授
業改善では、教科指導のための技術的なトレーニング
にはなりえても、授業そのものの省察と改善の機会に
はならない。また、教科のセクトを超えて、校内の教
員が授業の意志と事実について相互に議論しあう関係
性を築くこともできない。このため、「授業カルテ」
のような可視化がとくに必要になるのである。
　第二は、「授業カルテ」を書く作業を通して明らか
になった自らの授業改善の「見通し」と「処方」を、
日常的な授業実践ベースに載せていき、漸進的に授業
改善を進めていく局面である。
小学校や中学校と比べると、高等学校の場合は、一部
の例外をのぞいて、同じクラス（講座）で授業を実施
する機会が少ない。このため、必然的に授業改善の取
組や工夫を試す機会も少なくなる。少ない機会を確実
に捉え、授業改善に結びつけていくためには、教員自
らの授業意志の貫徹をめざして日々の授業でどのよう
な取組や工夫を行っていくかについて、より強い自覚
が必要になる。
　そのため、「メソッド」では、月ごとの「授業改善
カレンダー」を準備している（資料３参照）。１枚の
シート内で授業機会ごとの「取組・工夫の成果」を短
文で記録するとともに、月末には当月の「見通し」と

翌月の「処方」を記述する。とりわけ公的な校内研修
の機会に恵まれないと言われる高等学校の教員が、多
忙ななかにあっても、授業後の短い時間に自らの授業
改善の道筋を確認できるように配慮している。
　第三は、公開授業や研究授業などの機会を活用して、
教員それぞれの授業意志を具現化した授業を提案する
とともに、放課後の授業協議などの機会に、提案され
た授業の事実に基づいて授業の省察を行う局面であ
る。「メソッド」では、これらの局面での授業改善を
支援するために、「授業提案書」と「授業観察シート」
を準備している（次ページの資料4 , 5参照）。校内研
修で一般的に使用される学習指導案の形式をあえて用
いず、
　授業を実施する教員の授業意志が、公開される授業
の状況と生徒との関係性においてどのような授業意図
として具体化した（しようとした）のかを授業の「提
案」として示す形式を採用している。本時の目標、内
容、展開など、一般的な学習指導案であれば多くの行
数を割いて記述される部分は、「4．本時の授業の大ま
かな流れ（展開）」として数行分だけ記述するように
してある。授業構成における目標、内容、展開を軽ん
じるものでは決してないが、教科を超えて多くの教員
が公開授業を参観し、教科の特性にとらわれない一高
校教員としてのフェアな立場で授業後の協議に参加で
きるようにするために、大胆な焦点化（省略）をはか
った。

資料 3　授業改善カレンダー資料 2　授業カルテ
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　「メソッド」の「趣旨」においては、公開授業の参
観の際には、ただ教室の背面に並んで授業を「眺める」
だけにとどまらないように（それでは保護者の授業参
観と同レベルである）、タブレット機器など静止画や
映像が撮影できる機材を用いて授業の事実を記録し、
これらの記録（静止画、映像）をもとに、授業者であ
る教員の授業意志や授業意図がいかなる意味で実際の
授業の実現したのか（あるいはしなかったのか）を協
議する「授業ドキュメンテーション」を提唱している。
　機材の確保や活用スキルなどの点で、必ずしもこう
した様式の授業協議が即座に実現するわけではない。
しかしながら、とりわけ教職経験の浅い若手教員たち
が、積極的・主体的に研究授業後の協議に参加するこ
との可能性を切り開くため、ある意味で「風変わり」
な授業記録と協議の方法を示したのである。

４．成果と課題

　本稿では、高等学校での授業改善をテーマとした校
内研修を推進するツールとして開発した「創発協働型
授業力向上メソッド」の意義を明らかにした。本格的
な実践および検証は今後進めていくところであるが、
試行として2014年9月に三重県立A高等学校におい
て8名の教員（担当教科別では国語1名、英語3名、
数学2名、家庭2名）を対象に行なった「授業カルテ」
に関するセッションでは、15分ほどの短時間で記述
された延べ33件の「よさ・強み」と延べ35件の「弱み・
課題」をもとに、それぞれの授業意志や課題について
の活発な協議が行われた。今後、「授業カレンダー」
以降の局面においても試行的実践を行い、本ツールの
有用性の検証を行っていかなければならない。
　また本稿においては、紙幅の関係もあって、本「メ
ソッド」が依拠する授業改善のシステムについて述べ
ることができなかった。「メソッド」では、佐古秀一
が提唱する「学校組織開発理論」をベースに 7 、高等
学校の組織構造・文化ならびに授業改善文化の実態に
沿った授業改善のシステムを構想している。稿を改め
て、このシステムについても明らかにしたい。
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